
   令和２年度豊明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金支給要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護・障害福祉サービス事業所の行う新型コロナウイル

ス感染症対策の推進を目的として、予算の範囲内において支援給付金（以下

「給付金」という。）を支給するため、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象事業所） 

第２条 この要綱に基づく対象事業所は、豊明市内において介護及び障害福祉

に係るサービスを提供する事業所で、次の各号のいずれかに該当する事業所

とする。 

（１） 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（介護分）実施要綱」 

（令和２年６月１９日老発０６１９第１号厚生労働省老健局長通知の

別紙） 

 ３（１）①アに規定された事業所 

（２） 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（障害分）実施要綱」 

（令和２年６月２５日障発０６２５第２号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知）３（１）①に規定された対象サービスを実施す

る事業所 

 （給付額） 

第３条 次条に規定する対象経費と第５条の規定により算出した給付基本額と

を比較し、いずれか低い額を給付額の上限とする。 

 （対象経費） 

第４条 令和２年度中に対象事業所の行う新型コロナ感染症対策事業（以下、

「対策事業」という。）に要する経費のうち、以下に該当する経費を給付金

の対象経費とする。 

（１） 事業所における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的に実施

する事業に要する経費（工事請負費、備品購入費、修繕料、消耗品

費、委託料、通信運搬費及び手数料） 

（２） 事業所の円滑な事業継続のための職員への慰労等に要する経費 

２ 対策事業の財源として、給付金のほか、国、県等の補助金等が充てられて



いる場合には、前項の対象経費から国、県等の補助金等の額を控除した後の

額を対象経費とする。 

第５条 対象事業所の給付基本額は次表左欄の区分に応じ、次表右欄の規定に

より算出した額とする。 

事業所職員数 給付基本額 

５人以下 １０万円 

６人から１０人 （事業所職員数－５）×２万円＋１０万円 

１１人から２５人 （事業所職員数－１０）×１万５千円＋２０万円 

２６人から５０人 （事業所職員数－２５）×１万円＋４２万５千円 

５１人以上 （事業所職員数－５０）×５千円＋６７万５千円

ただし、上限額を８０万円とする。 

２ 前項の表左欄の事業所職員数の対象となる職員は、当該事業所において、

令和２年１月２６日から同年６月３０日までの間に延べ１０日間以上勤務し

たものであり、「利用者との接触を伴い」かつ「継続して提供することが必

要な業務」に合致する状況下で働いた職員（派遣労働者のほか、業務委託受

託者の労働者として支給対象施設・事業所において働く従事者についても同

趣旨に合致する場合には対象に含む。）とする。 

３ 令和２年７月１日以降に開設した事業所については、前２項の規定に関わ

らず、１０万円を給付基本額とする。 

 （支給申請） 

第６条 支給を受けようとする対象事業所は、豊明市介護・障害福祉サービス

事業所支援給付金支給申請書兼請求書（様式第１号。以下「支給申請書」と

いう。）に、別表に定める必要な書類を添えて、市長の定める期日までに、

市長へ提出するものとする。 

２ 様式第１号の支給申請額は、第３条に規定する給付額を超えない額とする。 

 （支給又は不支給の決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定により提出された支給申請書を受理したときは、

速やかに、その内容を審査し、その適否を決定する。 

２ 前項の規定により支給を決定したときは、豊明市介護・障害福祉サービス

事業所支援給付金支給決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知する



ものとする。 

３ 第１項の規定により支給をしない決定をしたときは、豊明市介護・障害福

祉サービス事業所支援給付金不支給決定通知書（様式第３号）により、申請

者に通知するものとする。 

 （支給） 

第８条 市長は、前条の規定により支給決定した場合には、支給対象者が指定

した口座への振込により給付金を支給する。 

 （不当利得の返還） 

第９条 市長は、対象事業所がこの要綱の規定に違反したと認められるときは、 

 支給決定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により、支給決定を取り消した場合において、既に給

付金が支給されているときは、当該支給を受けた支給対象者に対し、期限を

定めてその返還を命令するものとする。 

 （受給権の譲渡、担保の禁止） 

第１０条 給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはなら

ない。 

 （帳簿の保管等） 

第１１条 対象事業所は、対策事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類

を給付の決定の日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。た

だし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財

産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、

又は補助金等に係る予算の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号

の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日

まで保管しなければならない。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

別表（第６条関係） 



 支給申請に添付する書類 

（１） 誓約書（様式第４号） 

（２） 愛知県社会福祉施設職員慰労金の申請書（写）等、事業所職員数

の根拠となる書類（第５条第３項を給付基本額とする場合は不要） 

（３） 事業所の開設日の確認できる書類（第５条第３項を給付基本額と

する場合に添付） 

 

 

  



 

様式第１号（第６条関係）

令和 年 月 日

殿

（郵便番号 － ）

【添付書類】

（３）  事業所の開設日の確認できる書類（第５条第３項を給付基本額とする場合に添付）

通
番

豊明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金支給申請書兼請求書

豊明市長

標記について、次のとおり提出します。

（１）　誓約書（様式第４号）　※同一法人の他事業所の申請に原本を添付した場合は、その写しで可

申
　
請
　
者

法人名 印

所 在 地

支店番号

担当者連絡先
電話番号 ＦＡＸ

E-mail

代表者の職・氏名 職　名 氏　名

申請に関する担当者 職　名 氏　名

預金種類 １．普通　２．当座　（数字を記入してください。）

口座番号

事業所番号 事業所名称

円

円左記職員数

左記職員数

左記職員数 人

円

円

0 人

人

サ
ー

ビ
ス
種
別

円¥

（２）　愛知県社会福祉施設職員慰労金の申請書（写）等、事業所職員数の根拠となる書類（要綱第５条第３項を

　　　 給付基本額とする場合は不要）

金融機関名 店　名

支給申請額

振込先情報

(記入必須)

金融機関コード

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

口座名義人

□※令和2年7月1日以降開設の事業所に該当する場合は右にチェックして下さい

円給付金交付要綱第５条による給付基本額（b） 100,000

左記職員数

人

人

人

左記職員数

円

対象経費

対象経費

対象経費

対象経費

対象経費

対象経費(a)

円

0事業所計 職員数



様式第２号（第７条関係） 

指令 第     号 

年  月  日 

 

        様 

 

                       豊明市長 小浮 正典 印 

 

豊明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金支給決定通知書 

 

令和 年  月  日付で支給申請のあった、豊明市介護・障害福祉サービス

事業所支援給付金について、下記のとおり支給することに決定したので、豊明

市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金支給要綱第７条の規定により通知

します。 

 

記 

 

 支給決定額    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

指令第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

                     豊明市長 小浮 正典 印 

 

豊明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金不支給決定通知書 

 

令和 年  月  日付で支給申請のあった、豊明市介護・障害福祉サービス

事業所支援給付金について、下記のとおり支給しないことに決定したので、豊

明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金支給要綱第７条の規定により通

知します。 

 

記 

 

 不支給理由 

  



 

様式第４号（別表関係）

令和 年 月 日

豊明市長　殿

印

1

2

3

4

5

6

(氏名)

代表者 (職名)

法人名

（申請者）

所在地

　以上の事項に違反があったときは、速やかに市長に報告するとともに、豊明市介護・障害福祉サー

ビス事業所支援給付金支給要綱第９条の規定に基づく返還命令に従い、給付金の全部又は一部を返還

すること。

誓　約　書

　対象事業所の行う新型コロナ感染症対策事業（以下、「対策事業」という。）完了後の対象経費の

実績額は、必ず給付額以上となること。

　申請書記載の職員数は、全員、当該事業所において、令和２年１月２６日から同年６月３０日まで

の間に延べ１０日間以上勤務したものであり、「利用者との接触を伴い」かつ「継続して提供するこ

とが必要な業務」に合致する状況下で働いた職員（派遣労働者のほか、業務委託受託者の労働者とし

て支給対象施設・事業所において働く従事者についても同趣旨に合致する場合には対象に含む。）に

該当すること。

　対策事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整

理し、当該帳簿及び証拠書類を給付の決定の日の属する年度の終了後５年間保管すること。ただし、

事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を

経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の適正化に関する法律施行令第

１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで

保管すること。

　対策事業の財源として、給付金のほか、国、県等の補助金等が充てられている場合には、対象経費

か国、県等の補助金等の額を控除した後の額が対象経費となっていること。

　私は、豊明市介護・障害福祉サービス事業所支援給付金の支給申請に当たり、次の事項について誓約

します。

　対象事業は、令和３年３月３１日までに必ず完了すること。


